
3 「個人情報取扱事業者」とは
　個人情報の保護に関する法律第4章から第6章（以下「義務規定」という。）により規定されているのは民間部

門であり、一定規模の民間事業者に対して、全事業分野に共通する必要最低限の義務を課しています。この義

務規定の対象となる一定規模の民間事業者のことを、「個人情報取扱事業者」といいます。

　この個人情報取扱事業者とは、5,000人分を超える個人情報を、紙媒体・電子媒体を問わず、データベース

化してその事業活動に利用している者のことです。よって、5,000人分以下の個人情報を事業活動に利用して

いる民間事業者や、事業活動をしていない一般私人は、義務規定の対象になりません。例えば、私的な目的で、

年賀状を送るために私物のパソコンで名簿を作成・管理している場合等は、義務規定の対象になりません。

　なお、日本国憲法で保障された「表現の自由」「学問の自由」「信教の自由」「政治活動の自由」などとの関係

を調整するため、個人情報取扱事業者であっても、①報道機関が報道活動の用に供する目的、②著述を業とし

て行う者が著述の用に供する目的、③学術研究機関等が学術研究の用に供する目的、④宗教団体が宗教活動

の用に供する目的、⑤政治団体が政治活動の用に供する目的、でそれぞれ個人情報を取り扱う場合には、その

限りにおいて義務規定を適用しないことになっています（法50条、法35条参照）。

個人情報保護法の義務規定の対象

●利用目的による制限（法16条）
●適正な取得（法17条）
●安全管理措置（法20条）
●第三者提供の制限（法23条）
●利用目的通知・開示・訂正・利用停止等（法24-27条） 
　など

個人情報取扱事業者

個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべ
きものであることにかんがみ、その適正な取扱が図られなければな
らない（法3条）

個人情報
基本理念

検索できるように体系的に
構成したもの（法2条）

 
　
（例）
●コンピュータ処理情報
●マニュアル処理情報
　（個人情報を一定の規則
に従って整理し、目次、索
引等を有するもの）

個人情報
データベース等

小規模事業者

一般私人

事業の用に供する個人データによって識別される特定の
個人の数が5,000以下の者

事業の用に供しない者
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